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東京都豪雨対策検討委員会 
設置要綱 



 

平成18年 5月23日決定 

平成25年10月18日決定 

 

東京都豪雨対策検討委員会設置要綱 
 
（設 置） 
第１ 近年の集中豪雨の頻発や治水対策の現状を踏まえ、東京都における今後

の豪雨対策のあり方について検討するため、「東京都豪雨対策検討委員会

（以下委員会という。）」を設置する。 
 
（所管事項） 
第２ 委員会は次の事項について検討する。 
（１） 局所的集中豪雨の増加などへの的確な対応方策について 
（２） 効果的な治水対策の実現方法について 
（３） 公民の役割分担のあり方について 
（４） その他必要事項について 

 
（構 成） 
第３ 委員会は、別表１に掲げる職にあるものをもって構成する。 
 
（委 員 長） 
第４ 委員会の委員長は、委員の互選により選任する。 
２ 委員長は、必要に応じて委員会を招集し、会議を主宰する。 
３ 委員長に事故あるときは、委員長の指定するものがその職務を代理する。 
４ 委員長は必要があると認めるときは別表１に揚げる構成員以外のものの出

席を求めることができる。 
５ 委員長は委員会における検討のために必要と認めるときは、関係者から意見又は

説明を受けることができる。 
 
（庶 務） 
第５ 委員会の事務局は都市整備局都市基盤部、建設局河川部、下水道局計画

調整部とし、庶務は都市整備局都市基盤部において処理する。 
 
（そ の 他） 
第６ この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員

長が別に定める。 
 
（附 則） 
 この要綱は、平成１８年  ５月２３日から施行する。 

（附 則） 
 この要綱は、平成２５年１０月１８日から施行する。 



別表１ 東京都豪雨対策検討委員会委員名簿 

 
 
 
 

田中 淳    東京大学大学院教授 

 
 
古米 弘明   東京大学大学院教授 

 
 
三上 岳彦   帝京大学教授 

 
 
守田 優    芝浦工業大学教授 

 
 
保田 眞紀子  弁護士 

 
 
山田 正    中央大学教授         （敬称略、五十音順） 

 
 
 
 
佐野 克彦   東京都都市整備局理事 

 
 
西倉 鉄也   東京都都市整備局都市基盤部長 

 
 
中島 高志   東京都建設局河川部長 

 
 
渡辺 志津男  東京都下水道局計画調整部長 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都豪雨対策検討会 
設置要綱 



 

東京都豪雨対策検討会設置要綱 

 
（目   的） 
第１ 近年の豪雨形態の変化や都市化の進展を踏まえ、河川整備、下水道整備、流域

対策などの総合的な治水対策の内容について、緊急的及び中長期的に取り組むべ

き内容を検討するため「東京都豪雨対策検討会（以下、検討会という。）」を設置

する。 
 
（所管事項） 
第２ 検討会は、次の事項について検討する。 

（１） 河川整備、下水道整備、流域対策などの総合的な治水対策に関して緊急

的及び中長期的に取り組むべき内容について 
（２） その他必要事項について 

 
（構  成） 
第３ 検討会は、別表１に掲げる職にあるものをもって構成する。 
 
（座  長） 
第４ 検討会の座長は、都市整備局都市基盤部長をもって充てる。 
２ 座長は、必要に応じて検討会を招集し、会議を主宰する。 
３ 座長に事故があるとき、座長の指定するものがその職務を代理する。 
４ 座長は必要があると認めるときは別表１に掲げる構成員以外のものの出席を求

めることができる。 
 
（幹 事 会）  
第５ 「東京都豪雨対策基本方針」の策定に向けて、検討会の下に幹事会を設ける。 
２ 幹事会は、別表２に掲げる職にあるものをもって構成する。 
３ 幹事会に幹事長を置き、都市整備局都市基盤部長をもって充てる。 
４ 幹事長は、必要に応じて部会を招集し、会議を主宰する。 
５ 幹事長に事故があるときは、幹事長の指定するものが、その職務を代理する。 
６ 幹事長は必要があると認めるときは別表２に掲げる構成以外のものの出席を求

めることができる。 
 
（事 務 局） 
第６ 検討会及び幹事会の事務局は都市整備局都市基盤部調整課、建設局河川部計画

課、下水道局計画調整部計画課とし、庶務は都市整備都市基盤部調整課において

処理する。 
 
（そ の 他） 
第７ この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、座長が別に

定める。 
 
（附  則） 
 この要綱は、平成２５年 ９月 １８日から施行する。 



別表１  検討会委員 

 
 
東京都  西倉 鉄也    都市整備局都市基盤部長 

 
     中島 高志    建設局河川部長 

 
     渡辺 志津男   下水道局計画調整部長 

 
 
 
別表２  幹事会委員 

 
 
東京都  西倉 鉄也    都市整備局都市基盤部長 

 
奥秋 聡克    都市整備局都市基盤部施設計画担当課長 

（前安東 季之） 

    
小林 一浩    建設局河川部計画課長 

    
島津 哲也    建設局河川部改修課長 

    
小木曽 正隆   建設局河川部防災課長 

（前西村 行正） 

    
内野 祐彰    建設局河川部中小河川計画担当課長 

（前小木曽 正隆） 

    
新谷 康之    下水道局計画調整部計画課長 

    
小池 進     下水道局計画調整部事業調整課長 

    
中井 宏     下水道局計画調整部緊急重点雨水対策事業担当課長  

（前坂巻 和男） 

    
大内 浩之    下水道局流域下水道本部技術部計画課長 

 



 



 

 

 

 

 

 

 

都民からの意見と 

 

意見に対する見解 

平成２６年５月１５日に素案の公表を行い、５月１６日から２９日まで

都民から意見の募集を行いました。頂いた意見は今後の治水対策を行う

際の参考とさせていただきます。 



 

 
都民からの意見と意見に対する見解 

 都民からの意見（要旨） 意見に対する見解 

１ 

豪
雨
対
策
の
推
進
に
つ
い
て 

今後集中豪雨など気候変動による洪水災害が

より懸念される中、本対策のような迅速な対

応はとても頼もしく感じる。より安全で安心

して暮らせ、世界にも認められるような災害

に強い都市を構築する上で、是非実現させて

いただきたい。 

豪雨対策を積極的に推進し、都民が安全に

安心して暮らせる東京を実現していきます。

また、豪雨対策に併せて耐震対策も推進し

ています。 

温暖化などにより、台風の大型化や時間雨量

強度の増大などが予想されているため、目標

降雨を引き上げることに賛成。事業費も増加

するが、命に代えることはできないため、反

対が多くとも、私は事業を進めるべきだと思

う。最も恐ろしいことは、首都直下型地震と

ゲリラ豪雨や台風が重なること。東京都は首

都でもあり、都民を守るだけでなく、日本国

を守るものだと考えられる。 

２ 

目
標
降
雨
に
つ
い
て 

想定雨量を大幅に超えるような降雨があれば、

都心では特に地下鉄などの地下施設の被害が

大きく、交通機能がマヒしてしまう恐れがあ

る。時間雨量１００ミリの集中豪雨に対し安

心できる対策をして欲しい。 

区部７５ミリ、多摩部６５ミリの降雨に対

応できるよう目標を定め、対策を進めてい

きます。また、目標を超える降雨に対して

も、避難方策により、生命安全を確保する

ようにしていきます。 

甚大な浸水被害が発生している地域につい

ては、対策強化流域や対策強化地区として

指定して、積極的な対策を実施していきま

す。これにより、対策強化流域では、時間

１００ミリの局地的かつ短時間の集中豪雨

に対しても河川からの溢水
いっすい

を防ぐなど、効

果を発揮させていきます。 

浸水被害状況の事例では、時間最大雨量が１

００ミリを超えるような雨による被害が発生

しているが、今回の長期目標により、１００

ミリを超えるような雨に対し、どのような効

果を発揮するのか教えて欲しい。 

目標降雨がこれまでの時間５０ミリから、区

部で７５ミリ、多摩で６５ミリになるようだ

が、最近は 時間１００ミリも頻繁に降ってい

るような気がしている。１００ミリに対応す

る計画にはしないのか。 

温暖化により、更に激しい雨が降りやすくな

ると思うが、過去の降雨データからだけでな

く、今後の予想に基づいた対策を講ずるべき

ではないか。 

近年、７５ミリ以上の降雨の発生頻度が強ま

るかもしれないと懸念される中、７５ミリの

降雨に対応や５０ミリ降雨対応地域の拡充な

どの対策では今後、不十分ではないかと感じ

る。数十年先の気候にも対応は可能なのかと

疑問を感じる。 

 



 

 

 都民からの意見（要旨） 意見に対する見解 

３ 

対
策
強
化
流
域
・
地
区
に
つ
い
て 

対策強化流域・地区において区部７５ミリ、

多摩部６５ミリまでは浸水被害を防止すると

いう長期目的を達成するため、それぞれの対

策に関する整備計画などを策定して、確実に

事業を進めていただきたい。 

流域別豪雨対策計画の改定・策定など、そ

れぞれの対策に関する整備計画を順次作成

し、対策を推進していきます。 

 

対策強化流域の選定方法について、浸水被害

が発生した地域を対象にしているように受け

取れるが、優先順位のつけ方は本対策案がよ

り最適か疑問に感じる。各地域の洪水リスク

評価をし、比較・検討を行った上で優先順位

を検討していただきたい。 

対策強化流域の選定については、浸水被害

の発生状況とともに、豪雨の発生頻度や、

洪水リスクとして人口や資産数などの被害

ポテンシャル、河川整備・下水道整備など

の対策状況を総合的に評価して選定してい

ます。今後の河川整備の進捗や水害の発生

状況等を踏まえ、流域・地区の追加を検討

します。 

 

 

対策強化流域・地区について、なぜ、昭島市、

日野市辺りは豪雨の多い地域というデータが

あるにも関わらず、対策強化流域・地区にな

らないのか。また、今後、対策強化流域・地

区に選定されることはないのか。 

対策強化流域・地区については家づくり・ま

ちづくりが外枠へ移動したことにより、高床

建築・防水板設置等をしなくても床上浸水を

解消できると読み取った。河川・下水道の整

備だけで床上浸水を食い止めることはできる

のかが疑問である。想定の範囲外を想定の範

囲内に狭めるのが土木技術者の使命といった

ところではないか。 

対策強化流域・地区については、河川整備、

下水道整備、流域対策によって区部７５ミ

リ、多摩部６５ミリ降雨までは浸水被害を

防止できるよう目標を定め、対策を進めて

いきます。また、これに加え、家づくり・

まちづくり対策も含めることで、区部７５

ミリ、多摩部６５ミリを超える降雨にも対

応していきます。 

４ 

河
川
整
備
に
つ
い
て 

区部と多摩で計画降雨が異なりますが、神田

川や野川のように区部と多摩の両方を流れる

川はどのように計画するのか。 

区部河川は流域面積の過半を区部が占める

中小河川、多摩部河川は流域面積の過半を

多摩地域が占める中小河川と定義していま

す。 

このため、例えば神田川は区部河川、野川

は多摩部河川と位置付けています。 

野川は中流部の改修が終わったと感じていた

が、また護岸改修や調整池の整備を行うのか。

野川における時間５０ミリの降雨への対応

は、最上流の国分寺市区間を除き、概ね護

岸整備が完了していますが、下流部から中

流部の中島橋まで、河床掘削を進めている

ところです。今後、流域対策と併せ、時間

６５ミリの降雨に対応することを目指して

いきますが、具体的な整備手法については

現在検討を行っています。 



 

 

 都民からの意見（要旨） 意見に対する見解 

４ 

河
川
整
備
に
つ
い
て 

大規模工事ばかり目につくが、河道整備はも

う限界なのか。コンクリート３面張りの味気

ない水路を親水整備として意匠変えできるチ

ャンスではないか。 

今回の基本方針改定は、都における豪雨対

策の一層の強化についての方向性を示すも

のです。 

このため、河道整備など個々の河川に関す

る検討については、河川整備計画の策定や

個別事業の検討の際に行っていくこととな

ります。 

広域連絡調節池のみでは、貯められる水の量

が限られており、１日のうちに連続して豪雨

が発生した場合には対応が確実にできるのか

心配。環七地下調節池と白子川地下調節池を

繋いで、そこにできる容積を活用するものと

思うが、都内でも有数の暴れ川である神田川

流域を抱えていることからも、数十年前に公

表されていた地下河川構想を、今こそ、実現

すべきではないか。対策強化流域を貫く形で

東京湾へのバイパスをつくることが、東京の

水害への安全性を確保するものと思われる。

複数の流域の水を取水する地下河川は、取

水した水を東京湾へ流下し続けることがで

きるため、連続して発生するような豪雨に

対して非常に有効です。 

このため、地下河川の整備については、今

後の検討課題といたします。 

５ 

下
水
道
整
備
に
つ
い
て 

豪雨時に貯留施設にため込んだ下水を含む汚

い水をどのように処理するのかが疑問。その

まま下水処理場に送ったら処理能力を超える

だろう。その場合、河川や濠に未処理水を放

流すると汚濁状態になるのではないか。 

貯留施設に貯められた水は、全て晴天時に

水再生センターで処理し、きれいにしてか

ら河川や海などに放流しています。 

合流式下水道が大雨の際に、河川や東京湾を

汚す原因となっているので、この際に分流式

下水道に変更しないのか。 

早期に衛生環境の改善と浸水被害を解消す

るため、区部の大部分では合流式下水道の

整備が進められてきました。現在、降雨初

期の下水を貯留する施設の整備など、雨天

時に河川や海などに放流される汚濁負荷量

を分流式下水道と同程度に削減する取組を

進めています。 
分流式下水道は地面の汚れ、道路の汚れや

ごみなどが雨水とともに河川に流出するデ

メリットがあります。また、分流式下水道

への変更は、都民の負担により宅地内の排

水設備を変更するなどの問題があります。

そのため、市街地再開発事業などのまちづ

くりと連携するなど、対策が可能な地区に

ついて分流化を進めています。 

水害対策だけでなく環境面にも目を向けてみ

ると東京の下水道は合流式下水道であり、豪

雨の後に異臭が漂ったりする。コスト面等で

も難しいことだとは思うが並行して対策を行

えたら理想的だと思う。 

「下水道整備」の推進について、河川の管理

者と連携し吐口断面の拡大などを進めること

により、施設の能力を早期に発揮させていく

とあるが、水環境保全の観点から、下水道か

ら河川への放流について、反対である。雨水

吐口という名目になっているが、実際は合流

式下水道から雨水と汚水が混ざり合った水が

放流されている。現在の神田川でさえ、晴天

時・雨天時関係なく悪臭が漂っていることが

多々ある。今後の方針として、河川への放流

雨量を減らすもしくは河川の水質をも考慮し

た豪雨対策を考えていただきたいと思う。 

 



 

 

 都民からの意見（要旨） 意見に対する見解 

５ 

下
水
道
整
備
に
つ
い
て 

落ち葉により、雨水排除施設などが詰まるこ

とで浸水被害が拡大する可能性も無視できな

いと思う。降雨の予測システムが精度よく開

発されているので、公園の落ち葉などを前日

に掃除しておくことも大事だと思う。天気予

報が外れても町の清潔感が増し、予算の無駄

だと思わない。 

浸水対策強化月間などの取組において、関

係区市と連携し雨水ますの点検・清掃を雨

期前に実施しています。また、そうした取

組において、雨水ますの定期的な清掃への

ご協力など、都民に浸水への備えについて

お願いしています。 

多摩部については、下水道も時間６５㎜の整

備を行うのか。河川だけ能力を上げても浸水

被害は防げないと思います。 

多摩地域の下水道の浸水対策は、市町村が

公共下水道として雨水管の整備を実施する

必要があります。都区市町村で設置してい

る東京都総合治水対策協議会の中で、下水

道整備や流域対策の促進を図っていきます。

また、都は区市町村と一体となって、豪雨

対策推進に向けた課題を抽出し、下水道整

備や流域対策の推進に向けて、積極的な支

援をしていきます。 

財政基盤の弱い多摩地域の市町村に対して、

下水道整備に対する財政補助や流域対策（一

時貯留浸透施設など）に対する財政補助の拡

充をするべきではないか。区部ばかり雨水対

策が進んでいくのは不公平な感じがする。 

６ 

流
域
対
策
に
つ
い
て 

河川や下水道の整備は重要であるが、都市化

により浸透能力が低下していることが、豪雨

による被害が発生する大きな要因となってい

る。行政が積極的に浸透能力の回復に努める

べきである。 

都市化によって失われた浸透能力について

は、要綱や条例等により、雨水流出抑制施

設の設置を義務化する方策の検討や、助

成・補助を行うことなど、公共施設、大規

模民間施設、小規模民間施設における流域

対策を促進させ、引き続き浸透能力の回復

に努めていきます。 

調節池等、河道の整備は良いと思うが、個人

住宅への雨水流出抑制事業費補助を更に適用

すべき。 

個人住宅への雨水流出抑制施設設置を促進

させるため、豪雨による浸水被害が頻発し

ている流域を対象として、区市の助成額の

一部を都が補助しています。今後とも補助

を継続するとともに、雨水タンクへの補助

など、補助対象の拡充を図り、対策を強化

していきます。 

持続可能な開発を考えるならば、なるべく各

家庭で、雨水も貯留した方がハード面におけ

る地域の防災対策にもつながると思う。 

もっとビルの屋上に緑を植えることで、ヒー

トアイランド現象の抑制と雨水貯留効果が見

込めると思う。 

ビルの屋上緑化や透水性舗装なども流域対

策に位置付けております。今後とも流域対

策の促進を図っていきます。 

屋上緑化などと組み合わせた、雨水流出抑制

などの支援も記述することは価値があるので

はないか。 

駐車場の浸透化、透水性舗装化なども追加し

てはどうか。 

 



 

 

 都民からの意見（要旨） 意見に対する見解 

６ 

流
域
対
策
に
つ
い
て 

貯留施設や浸透施設は、初期降雨のみ捕捉し

てしまい、ピークカットに寄与するには、計

画に示していた量の数ミリ程度では足りない

のではないかと思う。前回の基本方針に示し

ていた開発頼みの流域対策では、豪雨による

水害を本当に防げるのか、検証していただき

たい。 

流域対策の目標降雨に対する分担量は河

川・下水道整備と連携し、総合的な治水対

策が図れるよう、目標設定しています。 

雨水貯留・浸透施設の設置に当たっては、

「東京都雨水貯留・浸透施設技術指針」に

従い、計画降雨に対してピークカットまた

はベースカットの効果が発揮できるよう、

施設設計がされております。ただし、降雨

前後及び、降雨中の適切な運用が前提とな

ることから、今後は、「流域別豪雨対策計

画」策定の中で、より効果的な貯留施設や

浸透施設の設置とともに、適切な運用の実

施についても検討を行っていきます。 

とりわけ個人住宅への雨水タンク、浸透ま

す、透水性舗装等の設置については、住民

自身が浸透の意義を理解し、積極的に導入

する意識の向上が必要です。今後とも、都

民に情報提供するための工夫を行い、流域

対策の促進に努めていきます。 

流域対策である貯留施設や浸透施設は、初期

の降雨を捕捉してしまい、肝心なピーク時に

は降雨を捕捉してくれないのではないか。豪

雨といえども、降り始めから終わりまでには

ピークがあると思う。このピークをいかにず

らして河川や下水道の施設能力をうまく使う

かが必要なことと思われる。 

個人住宅への雨水タンクの導入は、豪雨前に

タンクを空にするなどの工夫がないと対策と

はならないと考えられる。単純な従来型の雨

水利用のためのタンクではない機能を発揮す

るシステムが必須ではないか。 

浸透施設導入による固定資産税の低減なども

考えらえる。また、駐車場舗装などの透水性

向上などは、地道であるが重要な対策となり

える。この種の駐車場などの営利目的の駐車

場には浸透施設にしないことへの課金も想定

可能ではないか。 

７ 

家
づ
く
り
・
ま
ち
づ
く
り
対
策
に
つ
い
て 

地下街は、物理的に浸水に対しての弱さを持

っている。一旦浸水してしまうと、大きな被

害が発生することから、十分な対策を施すべ

きである。 

地下鉄・大規模地下街については、関連す

る民間管理者と行政が連携し、地下街・地

下鉄・隣接ビル等の管理者間の連携強化な

ど、地下空間における浸水対策の更なる充

実を促進していきます。 

また、対策強化地区で定めた地下街対策地

区においては、引き続き時間７５ミリ降雨

に対応できるよう、対策を実施していきま

す。 

都市部の地下鉄は利便性が高く、これが東京

の大きな魅力の一つになっている。しかし一

旦、浸水すれば大きな被害が発生することが

予想される。地下鉄での浸水対策を十分に行

う必要がある。 

家づくり・まちづくり対策についてのほとん

どは、家づくり対策になっており、都市計画

的なまちづくりとしての対策が明確ではない。

都市計画分野との連携が不足している懸念が

ある。３０年という長いタームで考えると、

いかに豪雨に強い都市にするかの都市計画的

な施策に関する記述が必要ではないか。 

区市町村と連携し、高床建築や地下浸水対

策等の実施を促進するなど、浸水に強いま

ちづくりを推進していきます。 

また、都区市町村による検討会を設置し、

まちづくり対策の推進手法など、情報を共

有化し、豪雨に強いまちづくりを目指して

いきます。 

 



 

 

 都民からの意見（要旨） 意見に対する見解 

８ 

避
難
方
策
に
つ
い
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普段治水対策に関心のない都民がはたして事

前にハザードマップを見て個別に対策を行っ

たり、豪雨災害の危険性を意識することがで

きるのか。ハザードマップについて、いくら

良いものを作っても都民が見てくれないと何

の価値もなくなる。どうしたらより多くの都

民に周知することができるのか。 

区市町村と連携し、ハザードマップなどの

整備を行うとともに、それらのより多くの

都民への情報提供や分かりやすい表示など

を促進していきます。 

今後とも、様々な機会を利用して東京都の

豪雨対策についての情報提供に努めていき

ます。 

対策強化流域などは、過去の水害が多いとこ

ろということが強調されている。水害が多い

ということは、地形的にも洪水が発生、集中

しやすい場所であることを住民にも十分周知

していく必要があると思う。 

東北地方太平洋沖地震でハザードマップを安

全マップだと思ってしまったために、逃げ遅

れ、犠牲になった人が多くいたと聞いた。そ

れを繰り返さないためにどのような仮定でハ

ザードマップをつくったのかなど説明できる

体制が最も大切だと思う。 

ハザードマップもおおむね整備されているが、

スマートフォン等への対応など、時代に合っ

た形での情報提供をすべきだと思う。防災情

報というと、堅苦しい感じがするものが多い

ので、楽しく分かりやすい情報提供をお願い

したい。 

区市町村と連携し、ハザードマップ等の提

供に当たっては、スマートフォンを活用す

るなど、時代に合った形での分かりやすい

情報提供に努めていきます。 

情報提供は、魅力的な対策であるが、国のレ

ーダーとの連携をしっかりと行うことが有意

義であり、XRAINなどの用語を積極的に周知す

ることが望ましい。XRAINデータから７－１０

分前に豪雨域を推定する手法が開発されてい

ることも参照すべきである。 

東京アメッシュについて、国のレーダーと

の連携を進めていきます。 

関係機関や区市町村と連携して、携帯端末

（スマートフォン等）に浸水の危険性に関

する情報の自動送信や、事業所への防災行

政無線を配備しての情報発信など、適切な

情報が届くよう、行政から「プッシュ型」

の情報提供を進めていきます。 

今後とも、様々な機会を利用して東京都の

豪雨対策についての情報提供に努めていき

ます。 

X-Band MPレーダーが整備されてから、パソコ

ン・スマートフォンで気軽に情報を閲覧でき

るようになったが、まだまだその認知度は低

いと思われる。時には、命も脅かされるこの

気候現象に対して、地震警報のような事前の

アラートをパソコンやスマートフォンに配信

できる制度を整備し、認知度を高めるための

工夫を行う事が、市民一人一人が行える防災

意識の向上につながり、防災対策だと感じる。



 

 

 都民からの意見（要旨） 意見に対する見解 

８ 

避
難
方
策
に
つ
い
て 

高齢者はインターネットやスマートフォンと

はあまり縁がないため、区内・市内放送での

呼びかけが必要だと感じた。私が住んでいる

市では「お年寄りが行方不明です」や「光化

学スモッグが発令されました」といった放送

しか流れないので、こういった放送はもっと

有効活用されないのかと感じることがよくあ

る。 

高齢者など、災害時要援護者への情報提供

方法について、防災行政無線を配備しての

情報発信など、行政から「プッシュ型」の

情報提供ができるよう、区市町村などの関

係機関に働きかけていきます。 

また、災害時要援護者が町内会組織やNPO

法人などが主体となった「共助」によって

避難できるよう、区市町村などの関係機関

に働きかけて、防災力向上の実現を目指し

ていきます。 

対応のレベルが時間５０ミリから７５ミリま

で上げられたが、テレビを見ていると１００

ミリを超える雨がテロップでよく流される。

そのようなとき、自助とかよく言われるが、

どうしたら良いか分からない。もっと住民の

立場に立って行動指針をきめ細かく示すなど

の努力をして欲しい。東京都はいつもハード

が中心で、住民の目線に立ったソフト対策が

今回も不足しているように思われる。 

区市町村が作成する地域防災計画などの見

直しの際に、避難勧告・指示の発令基準や

方法を明確化し、住民が分かりやすい避難

方法を構築できるよう情報提供していきま

す。 

また、洪水予報など、気象庁や近隣県市、

研究機関などと連携して降雨観測体制を強

化し、河川水位の予測情報や精度の高い局

地的集中豪雨発生情報等を早期に提供して

いきます。 

 情報提供の際、単純な河川水位だけの情報で

は意味がないと思う。例えば、“現在の降雨

の強さがあと何分間続いたら、警戒・避難し

てください”など行動化しやすい指針が必要

と思う。 

地域住民への防災意識の向上についての記述

が少ないように思えた。東京は都民だけでな

くその周辺の県からくる人が多くいるため、

地域の防災意識を高めるためには東京のこと

をよく知らない都外の人の防災意識も高める

必要がある。 

区市町村が作成する地域防災計画の見直し

や町内会組織やNPO法人などが主体となっ

た「共助」による防災力向上、関係機関と

連携した防災訓練など、地域としての防災

力の向上を目指しています。 

また、防災学習などを通じて、都民に水害

の危険性や日頃の備えなどについて、意識

向上を図っていきます。 

 

防災意識向上のために、その土地の海抜を示

すなどの対策を行っていることがある。この

ように誰もが身近に感じられるところに、防

災情報を表示することにより、都民の防災意

識を向上させるような仕組みを更に行ってい

く必要がある。 

ハード面に対する対策は非常に詳しく書かれ

ているのですが、ソフト面に関してはどのよ

うなことをしていくのかということが少し気

になる。都民の災害に対しての知識が乏しか

ったり、誤っていたりすると自助もできず被

害が大きくなってしまうのではないかと思う。

 



 

 

 都民からの意見（要旨） 意見に対する見解 

８ 

避
難
方
策
に
つ
い
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避難体制の構築の一環として避難訓練を導入

したらどうか。 

関係機関と連携した防災訓練の実施や区市

町村による都民との避難訓練を通じて、現

状の課題の発見・解決を自ら行うことで、

円滑な避難の実現を目指していきます。 

豪雨対策として、その予防措置の項目以外に、

実際に浸水等の被害が起きた時の措置の項目

も必要だろう。 

浸水が発生した場合の対策として、区市町

村が作成する地域防災計画などの見直しに

より、避難勧告・指示の発令基準や方法を

明確化し、住民が分かりやすい避難方法を

構築し、情報提供していきます。 

地下幹線整備等、豪雨時以外の活用方法を考

えてほしい（社会見学時に理科の実験教室を

行うなど）。 

総合治水週間の行事や、施設見学会など、

防災学習として広域調節地や雨水幹線等の

見学会を行っています。今後とも、学びの

場を設け、都民に水害の危険性や日頃の備

えについて、意識向上を図っていきます。

９ 

そ
の
他 

豪雨時の水流エネルギーは莫大なものである。

環境エネルギー面（例：幹線内に水力発電設

置）も組み込んだ施策にバージョンアップで

きないか。 

豪雨時に流入する下水の勢いは非常に強

く、機器の損傷などが考えられます。下水

道局では水再生センターの放流きょにおい

て、放流落差を利用した小水力発電などの

取組を進めています。 

定量的な対策の必要性や効果の評価のために

は、浸水シミュレーションを高度化すること

が必須である。また、豪雨による浸水予測の

ツールも河川と下水道が連携して取り組むべ

き事項である。モニタリングだけでなく、モ

デル化、浸水シミュレーションの精度向上の

ための事項をしっかりと項目立てすべきでは

ないか。 

日頃から雨水の流出解析シミュレーション

など、高度技術的検討やデータ整備、対策

効果の確認作業等を積極的に行うなど、技

術力の維持向上に努めていきます。 

基本方針の改正内容は今後の治水等に欠かせ

ないと思う。しかし、最大の問題点は、東京

都のホームページにアクセスするかではない

か。 

今後とも、様々な機会を利用して東京都

の豪雨対策についての情報提供に努めてい

きます。また、基本方針については、要点

をまとめた概要版を同時に作成しています。

基本方針を一般の都民はそもそも見る機会が

ない。また、より詳しい情報を載せていても

理解することができないと思う。そのため、

概要版等の簡易的な内容のものも、一般の都

民向けにつくってはどうか。 

 


